
「個⼈情報の保護に関する法律」に基づく公表事項 
 
1.個⼈情報の利⽤⽬的 
 当社グループは、お客様・お取引関係者等の個⼈情報について、1）お客様に営業情報を
提供するため、2）以下に⽰す当社定款所定の事業⽬的に係る業務を履⾏するため、3）お客
様に提供した当該業務のアフターケア・実績管理を⾏うために利⽤します。 
 
■ 当社定款（営業項⽬） 

（１）⼟⽊、建築⼯事および請負業 
（２）前号に関する調査、測量、企画、⽴案、設計および監理 
（３）地域開発、都市開発、海洋開発、環境整備等の調査、測量、企画、⽴案、設計、
監理および運営 
（４）住宅事業、不動産取引業および不動産賃貸業 
（５）道路、港湾、上下⽔道、庁舎、教育⽂化施設、廃棄物処理施設および医療施設等
の公共施設ならびにスポーツ施設、宿泊施設および飲⾷店等の企画、⽴案、設計、保有、
維持管理、運営ならびに経営 
（６）⼟壌浄化、河川・湖沼の底質浄化、湖⽔・海⽔の⽔質浄化等の環境汚染の修復に
関する事業ならびに⼀般廃棄物および産業廃棄物の収集、運搬、処理および再⽣利⽤ 
（７）電気および熱等のエネルギーの供給 
（８）建設機械装置、建設⽤仮設機材および⼟⽊建築関連資材の製作、調達、販売なら
びに賃貸 
（９）建物および建物に附帯する設備の保守管理の受託ならびに保安警備の受託 
（１０）⼯業所有権、著作権およびノウハウ等の取得、実施許諾ならびに販売 
（１１）コンピュータを利⽤した情報処理およびハード・ソフトウェアの開発 
（１２）損害保険代理業、⾃動⾞損害賠償保障法に基づく保険代理業および⽣命保険募
集業 
（１３）植物⼯場の企画、設計、製造および販売 
（１４）農林⽔産物の⽣産、加⼯、販売ならびに農林⽔産物の⽣産に関する調査、研究
および開発 
（１５）企業の買収、合併、会社分割、株式交換・移転、事業譲渡、資本提携および業
務提携等の斡旋ならびに仲介 
（１６）会社の経営戦略⽴案、組織・事業再編および企業再⽣等に関する斡旋 
（１７）労働者派遣および有料職業仲介に関する業務 
（１８）前各号に関するコンサルティング業務 
（１９）前各号に附帯関連する⼀切の業務 
 上記利⽤⽬的以外の利⽤⽬的で個⼈情報を取得する場合は、あらかじめその利⽤⽬
的をお客様・お取引関係者等に明⽰します。 



2.個⼈情報の安全管理措置 
 当社グループは、個⼈情報及び特定個⼈情報等を適切に管理し、不正アクセスや紛失、破
壊、改ざん及び漏えいなどに対する予防に努め、適正な安全管理措置を講じます。 
 主な内容は以下のとおりです。 
 
（基本⽅針の策定） 
 個⼈データの適正な取扱いの確保のための基本⽅針（情報セキュリティ基本⽅針）を策定
しています。 
 
（個⼈データの取扱いに係る規律の整備） 
・個⼈データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個⼈データを取り扱う従業者及
び当該従業者が取り扱う個⼈データの範囲を明確化し、 
 法や取扱規程に違反している事実⼜は兆候を把握した場合の責任者への報告連絡体制を
整備しております。 
・個⼈データの取扱状況について、他部署による監査を実施しております。 
 
（⼈的安全管理措置） 
・従業者に対する個⼈情報の安全管理に関する研修を実施しております。 
 
（物理的安全管理措置） 
・個⼈データを取り扱う区域において、無断閲覧の防⽌措置、従業者の⼊退室管理等の制限
等を実施し、 
 個⼈データを取り扱うコンピュータ⼜は電⼦媒体等の盗難⼜は紛失等を防⽌するための
措置等を講じています。 
 
（技術的安全管理措置） 
・アクセス制御を実施して、当該個⼈データを業務上知る必要がある従業員のみに情報への
アクセスを限定しております。 
・外部からの不正アクセス防⽌のための仕組みを導⼊しております。 
 
3.保有個⼈データの開⽰および苦情・相談等 
 当社グループに対し保有個⼈データの開⽰および苦情・相談等を希望されるときは、下記
の「問合せ窓⼝」へご連絡いただければ、⼿続の⽅法等も含め、誠意をもって対応します。 
 また、開⽰等の求めに伴い取得した個⼈情報は、開⽰等の求めに必要な範囲内で取り扱う
ものとし、ご提出いただいた書類等は、開⽰等の求めに関する回答が終了した後、社内規程
に準じて適正に管理し、2 年間保管の後、廃棄します。 
 



■ 個⼈情報に関する「問合せ窓⼝」 
部署 コーポレート統括本部 総務・法務部 
住所 〒108-0075 東京都港区港南⼀丁⽬ 8 番 15 号 Ｗビル 
電話 03-6455-8400 
fax 03-6455-8301 
 なお、⼿続⽅法の説明の折、開⽰等に関する指定様式への記⼊や、本⼈または代理⼈であ
ることを確認する書類などの提出をお願いする場合があります。また、開⽰ご請求 1 回に
つき、書類の郵送料実費相当分 800 円（郵便切⼿）が必要になります。 
 詳しくは問合せ窓⼝にご確認ください。 


